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　最近，日本人の「恋愛離れ」を憂
える記事をニュースで見かけます。
確かに2022年の内閣府調査では，
20代女性の約半数，20代男性の約7

割が，現在パートナーがいないと回
答しています。一方で，国立社会保
障・人口問題研究所の調査 1では未
婚男女の8割以上が「いずれ結婚し
たい」と回答していることから，日
本人が恋愛や結婚に対する興味を失
ったわけではないのだろうと思いま
す。

「出会いの場」の不足

　「いずれ結婚したい」のにパート
ナーがいない主たる理由として挙げ
られているのが，「適当な相手にま
だめぐりあわない」ことです。例え
ば社会学では，非正規雇用の増加な
どによって職場での出会いが廃れた
ことで，出会いの場が奪われている
という指摘もあります2。日本で夫
婦が知り合うきっかけは主に「職場
や仕事」，「友人・知人の紹介」「学校」
であり，職場や仕事を通じた出会い
が全体の25%以上を占めることか
らも，代替となる出会いの場を提供
することが問題解決の一助となるだ
ろうことが予想されます。

「出会いの場」を作るための
試みと課題

そうしたなか，近年では新たな出

会いの場を提供する取り組みとして，
自治体や民間企業が主催する婚活支
援イベント3やマッチングアプリが

台頭しています。こうした取り組み
はまだ始まったばかりですが，過去
6年間でマッチングアプリなどネッ
トを通じた出会いの割合が増加して
いることからも，今後こうした新た
な出会いのシステムが普及していく
のだろうと期待されます。
　自治体や民間企業による婚活支援
イベントやマッチングアプリが新た
な出会いの場を提供し成果を示す一
方で，そうしたサービスを提供する
側である自治体や企業からは，より
効果的な出会いを提供するためには
どうすればよいか，という話を聞き
ます。

心理学の知見をいかに応用するか

　自治体や民間企業では，結婚を希
望する未婚者によりよい出会いを提
供するため，さまざまな取り組みを
行っています。そうしたなかには，
ビッグ・ファイブを活用した性格に
よるマッチングや，さまざまな特性
の類似性に基づいたマッチングなど，
心理学の知見を応用した取り組みも
あります。ところが，そうした心理
学的な取り組みは，必ずしも期待さ
れるほどの成果につながらないこと
もしばしばです。例えば，地方自治
体と共同で主催した婚活イベントの

一つでは，類似性仮説に基づいて性
格が似た参加者を集めました。しか
し，マッチングの状況やその後の交
際への発展は期待したほどには伸び
ず，自治体の方が期待するほどの大
きな効果が得られたとは言いがたい
結果でした。
また，これまで心理学では性格の

類似性など相手への好意を予想する
さまざまな要因が検討されてきまし
たが，そうした要因は相手の「あり・
なし」といった恋愛関係におけるス
タートラインの判断は予測するも
のの，婚活支援の現場で求められる
「交際への発展」はあまり予測しな
いという指摘もあります4。
　自治体や企業と協働するなかで，
実験や調査で得られた知見は非常に
単純化されたものであり，机上の理
論を社会的に実装するうえではさま
ざまな困難があることを痛感します。
これまでの研究成果をいかに社会に
実装するかについてはまだ取り組み
を始めた段階ではありますが，取り
組みのなかで効果が見込めそうなも
のや，今後の検討課題が見つかって
います。今後も自治体や企業と協力
しながら，心理学で得られた知見を
いかに応用して，より多くの人が適
切な相手とめぐりあうための出会い
の場を作るためにはどうすればいい
か模索していきたいと考えています。
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